様式第２号（第３条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
幼保連携型認定こども園の設置認可申請（届出）書
　　年　　月　　日
　福　岡　県　知　事　殿
申請者　法人の主たる事務所の所在地（個人にあっては、住所）
（届出者）法人の名称（個人にあっては、）
法人の代表者の　　　　　　（記名押印又は署名）
幼保連携型認定こども園を設置運営したい（します）ので、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号） 
　□第17条第1項及び同法施行規則第15条第1項の規定により、関係書類を添えて申請します。
□第16条及び同法施行規則第15条第1項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。
　□第34条第3項及び同法施行規則第15条第1項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。
	施設の設置者
	法人の名称（個人にあっては、氏名）
	

	
	法人の主たる事務所の所在地（個人にあっては、住所）
	

	
	法人の代表者の氏名
	

	設置主体の種別
	社会福祉法人　・　学校法人　・　市町村　・　その他　（　　　　　　　

	施設の名称及び所在地
	
	

	
	
	

	既存施設がある場合
	施設の種別
	幼稚園　　・　　保育所　　・　届出保育施設　　　　

	
	施設名
	

	定員
	
	保育を必要とする子どもの数
	保育を必要とする子ども以外の子どもの数

	
	満3歳以上
	　　　　　　人
	　　　　　　人

	
	満3歳未満
	　　　　　　人
	　　　　　　人

	認定こども園の長となるべき者の氏名
	

	開設予定　年月日
	

	教育及び保育の目標及び主な内容

	【認定こども園として目指す教育及び保育の目標や理念】


	
	【教育及び保育のねらい】


	
	【教育及び保育の内容の概要】


	
	【開園日数・時間】
	

	
	年間開園日数
	日

	
	教育週数
	週

	
	開園時間
	平日
	

	
	
	土曜日
	

	
	
	日曜日・祝日
	

	
	
	その他
	

	
	休園日
	

	子育て支援事業のうち認定こども園が実施するもの
	

	添付書類（様式中に記入できない項目については、「別添」として資料を添付すること。）
① 事業計画書（別添第1号）、② 指導計画書（別添第2号）、③ 給食提供計画書（別添第3号又は別添第３号の２）、④ 子育て支援事業計画書（別添第4号）、⑤ 園地、園舎その他の設備の規模及び構造（別添第５号）並びにその図面、⑥ 建物の検査済証又は検査調書の写し（新築、改築を伴う場合のみ）、⑦ 職員研修計画書（別添第６号）、⑧ 子育て支援事業に係る市町村の意見書、⑨ 保険加入証等の写し、⑩ 設置主体の収支予算書及び土地建物の登記事項証明書又は賃貸借等の契約書、⑪ 法人の場合にあっては、役員名（ふりがな）及び生年月日を記載した役員名簿並びに本件申請に係る意思決定の内容が確認できる理事会の議事録、⑫ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第17条第2項の基準に係る誓約書（別添第7号）、⑬ 園則（施設運営の重要事項に関する規程）、⑭ 園長、副園長及び教頭の履歴書


（別添第1号）
	施設名
	


認定こども園事業計画書
１　幼保連携型認定こども園の目的
２　職員の状況
（１）園長・副園長・教頭
	園
長
	氏　名
	年齢
	生年月日

	
	（ふりがな）
	
	

	
	
	
	

	
	勤務経験

	
	幼稚園
	保育所
	その他（　　　　　　　　　　　　　）

	
	年
	年
	年

	副園
長

	氏　名
	年齢
	生年月日

	
	（ふりがな）
	
	

	
	
	
	

	
	勤務経験

	
	幼稚園
	保育所
	その他（　　　　　　　　　　　　　）

	
	年
	年
	年

	教
頭　

	氏　名
	年齢
	生年月日

	
	（ふりがな）
	
	

	
	
	
	

	
	勤務経験

	
	幼稚園
	保育所
	その他（　　　　　　　　　　　　　）

	
	年
	年
	年


（２）職員名簿（園長・副園長・教頭を除く）
	
	氏名
	職種※1
	年齢
	雇用形態※２
	免許状等の有無※３

	
	
	
	
	常勤
	非常勤
	週当たりの
勤務時間数 (ｈ)
	保育士
	幼稚園教諭
	看護師又は保健師
	養護教諭
	栄養士
	その他

	１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	20
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	21
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	22
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	23
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	24
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	25
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※１　職種は、保育教諭、主幹保育教諭、指導保育教諭、主幹養護教諭、養護教諭、主幹栄養教諭、栄養教諭、事務職員、助保育教諭、講師、養護助教諭、学校医、学校歯科医、学校薬剤師等を記載すること。
※２　該当する欄に○を記入し、非常勤職員については、週当りの勤務時間数も記入すること。（時間外勤務分は除く。）
※３　該当する欄に○を記入すること。保育教諭、主幹保育教諭、指導保育教諭及び講師(保育教諭に準ずる職務に従事するものに限る。)は、原則として、幼稚園教諭の普通免許状を有し、かつ、保育士の登録を受けた者の中から配置すること。該当する資格証等の写しを添付すること。
(３)　提携医療機関
	医療機関名
	（診療科目：　　　　　　）

	所在地
	〒　　　－　　　
TEL　　　　　　　　　　　　　　FAX

	提携内容
	

	医療機関名
	（診療科目：　　　　　　）

	所在地
	〒　　　－　　　
TEL　　　　　　　　　　　　　　FAX

	提携内容
	

	医療機関名
	（診療科目：　　　　　　）

	所在地
	〒　　　－　　　
TEL　　　　　　　　　　　　　　FAX

	提携内容
	


３　運営状況に関する情報提供
（１）　開示する情報の種類
（２）　情報提供の方法
４　入園する子どもの公正な選考方法
　　
　　
５　特別な配慮が必要な子どもの受入れについての配慮
６　子どもの健康及び安全を確保する体制
（１）　耐震
（２）　防災
（３）　防犯
（４）　環境衛生（換気、採光、保温など）
　　　
（５）　園児及び職員の健康診断
（６）　感染症等への対応
７　自己評価及び外部評価
	評価の実施予定
	□　自己評価
□　自己評価結果を踏まえた保護者・園関係者の評価　
□　外部評価

	評価結果の活用方法
	


８　苦情解決の担当者
	苦情受付担当者職氏名
	

	苦情解決責任者職氏名
	


９　給食提供方法
	教育標準時間認定こども
	□自園調理　　□業務委託（施設内調理）　　□外部搬入
□未実施（食事の対応：　　　　　　　　　　　　　　　　）

	保育認定こども（３歳以上児）
	□自園調理　　□業務委託（施設内調理）　　□外部搬入

	保育認定こども（３歳未満児）
	□自園調理　　□業務委託（施設内調理）


　　
※業務委託契約書、委託仕様書等を添付すること。
（別添第2号）
	施設名
	


認定こども園指導計画書
１　教育・保育課程
	教育・保育の目標
	

	各年齢ごとの目標
	【乳児】

	
	【1歳児】

	
	【2歳児】

	
	【3歳児】

	
	【4歳児】

	
	【5歳児】

	認定こども園として配慮している点
	

	施設の特徴・工夫している点
	


２　年間行事予定
	月
	行事予定
	備考

	４月
	
	

	５月
	
	

	６月
	
	

	７月
	
	

	８月
	
	

	９月
	
	

	10月
	
	

	11月
	
	

	12月
	
	

	１月
	
	

	２月
	
	

	３月
	
	


　　　
３　子どもの1日の活動内容
（１）1号認定
	　　時刻
曜日
	7:00 　8：00 　10：00 　12：00 　14：00 　16：00 　18:00 　20：00

	月~金
	

	土
	

	日
	


（２）2号認定
	　　時刻
曜日
	7:00 　8：00 　10：00 　12：00 　14：00 　16：00 　18:00 　20：00

	月~金
	

	土
	

	日
	


（３）3号認定
	　　時刻
曜日
	7:00 　8：00 　10：00 　12：00 　14：00 　16：00 　18:00 　20：00

	月~金
	

	土
	

	日
	


４　クラス編制と職員配置
	
	0歳児
	1歳児
	2歳児
	満3歳児

	定　　員
	
	
	
	（　　）

	組　　名
	
	
	
	

	職員配置
	
	
	
	

	
	3歳児
	4歳児
	5歳児
	合計

	定　　員
	（　　）
	(　　)
	(　　)
	（　　）

	組　　名
	
	
	
	　　学級

	職員配置
	
	
	
	


※ 各学級ごとに定員数（３５名以下）及び職員配置について記入すること。
※ 満３歳以上児については(　　)内に「教育及び保育相当時間利用児」を内数で記載すること。
※ 年齢は年度の初めの日の前日の年齢とし、満３歳以上児については同年齢で学級を編成することを原則とする。
※ 学級担任は専任職員とすること。
５　環境の構成
	各年齢ごとの留意点
	【乳児】

	
	【1歳児】

	
	【2歳児】

	
	【3歳児】

	
	【4歳児】

	
	【5歳児】


６　日々の教育及び保育の指導に関する留意点
	項目
	留意点

	特別な配慮を要する子どもの指導
	

	施設と家庭との連絡・協力体制
	

	職員間の連絡・協力体制
	


７　小学校教育との連携
８　幼保連携型認定こども園の園則（施設運営の重要事項に関する規程）の作成
　
	記載の有無
	　園則記載事項

	□
	１　学年、学期、教育又は保育を行う日時数、教育又は保育を行わない日及び開園している時間に関する事項

	□
	２　教育課程その他の教育及び保育の内容に関する事項

	□
	３　保護者に対する子育ての支援の内容に関する事項

	□
	４　利用定員及び職員組織に関する事項

	□
	５　入園、退園、転園、休園及び卒園に関する事項

	□
	６　保育料その他の費用徴収に関する事項

	□
	７　その他施設の管理についての重要事項


園則：別添のとおり
（別添第３号）
	施設名
	


認定こども園における給食提供計画書
１　給食の実施状況
	
	0歳児
	1歳児
	2歳児
	3歳児
	4歳児
	5歳児

	給食回数給食時間

	
	
	
	
	
	


２　調理設備
３　子どもの栄養基準及び献立の作成基準作成者及びその資格
　　
　　氏名　　　　　　資格
　　　
４　調理業務従事者
（１）人数
（２）衛生管理の取組み
５　食事計画の作成にあたって工夫した点
６　食育の取組み
７　アレルギー等への配慮
８　離乳食への配慮
（別添第３号の２）
	施設名
	


認定こども園における給食提供計画書（外部搬入）
１　調理設備の内容
２　施設の体制
（１）　子どもの栄養基準及び献立の作成基準作成者及びその資格
（２）　献立表の事前確認者
（３）　調理等について現場作業責任者に指示を与える者
（４）　検食実施者
（５）　子どもの嗜好調査の実施者
３　栄養士の配置状況等
	配置場所
	　認定こども園又は他の施設　・　保健所　・　市町村　・その他

	献立等について栄養士による指導を受けられる体制の状況
	


４　受託業者の適否
（１）栄養士の配置状況
（２）調理業務従事者
	
	氏名
	資格
	当該業務の経験年数

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	

	６
	
	
	


（３）　調理業務従事者に対する衛生面及び技術面の教育又は訓練の実施予定
（４）　調理業務従事者の健康診断及び検便の実施予定
５　給食の実施予定
	
	3歳児
	4歳児
	5歳児

	給食回数
時　　間
	
	
	


６　アレルギー等への配慮
７　食育の取組み
（別添第４号）
	施設名
	


認定こども園における子育て支援事業計画書
	事業名
	

	事業概要
	【内容】

	
	【工夫した点】
（保護者の参加等への配慮や地域の機関・人材等の活用など）

	
	【対象】

	
	【実施日数及び実施時間】

	
	【職員の状況】

	
	【利用料】


（別添第５号）
	施設名
	


園地、園舎その他の設備の規模及び構造
１　建物及び園庭の規模及び構造
	建物の構造
	
	□耐火建築物　□準耐火建築物

	室名
	室数
	面積（㎡）
	階数
	備　　　考

	乳児室
	
	
	
	

	ほふく室
	
	
	
	

	保　　育　　室
（上段３歳未満児）
（下段３歳以上児）
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	遊戯室
	
	
	
	

	調理室
	
	
	
	

	調乳室
	
	
	
	

	沐浴室
	
	
	
	

	保健室
	
	
	
	

	職員室
	
	
	
	

	図書室
	
	
	
	

	会議室
	
	
	
	

	便所
	
	
	
	（大　　　器、　小　　　器）

	職員用便所
	
	
	
	（大　　　器、　小　　　器）

	子育て支援事業用室
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	

	園　　　　　　　庭
	
	
	
	


(注） １　建物が複数ある場合は、建物毎に本表を作成すること。
　　　２　室名は適宜変更して差し支えないこと。ただし、その場合は用途を備考欄に記入すること。
　　　３　各階平面図及び敷地内地図を添付のこと。
　　４　乳児室、ほふく室、保育室及び遊戯室の面積は有効面積を記載すること。
２　設備
（１）備えるべき設備等
	設備名
	設置の有無
	数　量
	設置基準

	飲料水用設備
	□有　□無
	
	備えるべき設備

	手洗用設備
	□有　□無
	
	備えるべき設備

	足洗用設備
	□有　□無
	
	備えるべき設備

	放送聴取設備
	□有　□無
	
	努力義務

	映写設備
	□有　□無
	
	努力義務

	水遊び場
	□有　□無
	
	努力義務

	園児清浄用設備
	□有　□無
	
	努力義務


    （２）その他の設備
	備品名
	数量
	備品名
	数量
	備品名
	数量

	（乳児室備品）
	
	（保育室備品）
	
	（給食用備品）
	

	室内滑り台
	
	ス ト ー ブ
	
	
	

	椅子ブランコ
	
	扇　風　機
	
	
	

	歩　行　器
	
	
	
	
	

	手　押　車
	
	
	
	
	

	ベ　ッ　ド
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	（消防用備品）
	
	
	
	（医療品等）
	

	消火器
	
	
	
	体　重　計
	

	火災報知器
	
	
	
	身　長　計
	

	
	
	
	
	体　温　計
	

	
	
	
	
	巻　　　尺
	


３　土地建物の権利関係
　（１）土地　　　□自己所有　　□賃貸　（相手方氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　月額賃料　　　　　　　　　円（管理費　　　　　　　円）
　　
（２）建物　　　□自己所有　　□賃貸　（相手方氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　月額賃料　　　　　　　　　円（管理費　　　　　　　円）
４　飲料水
     □　上水道　　　　□　井戸水　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　＊　飲料水の水質検査証の写しをつけること。
（別添第６号）
	施設名
	


認定こども園における職員研修計画書
	
	研修実施予定
	備考

	
	園内研修
	園外研修
	

	4月
	
	
	

	5月
	
	
	

	6月
	
	
	

	7月
	
	
	

	8月
	
	
	

	9月
	
	
	

	10月
	
	
	

	11月
	
	
	

	12月
	
	
	

	1月
	
	
	

	2月
	
	
	

	3月
	
	
	


（別添第７号）
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する
法律第１７条第２項の基準に係る誓約書
　　　　　　　　　　　申請者　法人の主たる事務所の所在地（個人にあっては、住所）　　　　　　　　　　　　　　
法人の名称（個人あっては、氏名）
法人の代表者の氏名　　　　　 （記名押印又は署名）
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第１７条第２項による下記のいずれにも該当していないことを誓います。
記
	１ 　申請者が、この法律その他国民の福祉若しくは学校教育に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
２　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
３　申請者が、第２２条第１項の規定により認可を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者であるとき。ただし、当該認可の取消しが、幼保連携型認定こども園の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該幼保連携型認定こども園の設置者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該幼保連携型認定こども園の設置者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する認可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして主務省令で定めるものに該当する場合を除く。
４　申請者が、第２２条第１項の規定による認可の取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に前項の規定による幼保連携型認定こども園の廃止をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該幼保連携型認定こども園の廃止の認可の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
５　申請者が、第１９条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第２２条第１項の規定による認可の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として主務省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から１０日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に前項の規定による幼保連携型認定こども園の廃止をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該幼保連携型認定こども園の廃止の認可の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
６　申請者が、認可の申請前５年以内に教育又は保育に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。
７　申請者の役員又はその長のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。
　イ　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
　ロ　第１号、第２号又は前号に該当する者
　ハ　第２２条第１項の規定により認可を取り消された幼保連携型認定こども園において、当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日前６０日以内にその幼保連携型認定こども園の設置者の役員又はその園長であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないもの（当該認可の取消しが、幼保連携型認定こども園の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該幼保連携型認定こども園の設置者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該幼保連携型認定こども園の設置者が有していた責任の程度を考慮して、この号に規定する認可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして主務省令で定めるものに該当する場合を除く。）
ニ　第４号に規定する期間内に前項の規定により廃止した幼保連携型認定こども園（当該廃止について相当の理由がある幼保連携型認定こども園を除く。）において、同号の通知の日前６０日以内にその設置者の役員又はその長であった者で当該廃止の認可の日から起算して５年を経過しないもの



